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この情報をもとに，第 3世代のシステムを利用した 2009年度前期と，第 4世代のシステムを利
用した 2010年度前期の 2つの学期において，差額原価分析を行う。2009年度前期は対象授業科目
が 90科目，対象者が延べ約 7,000名，2010年度前期は対象授業科目が 148科目，対象者が延べ約
12,500名であったので，差額原価分析の結果は以下のようになる。
2009年度前期
第 3世代のシステム 335×90＋6.58×7,000＝ 76,210円 ⑴
第 4世代のシステム 230,590円 ⑵
差額原価：⑴－⑵ －154,380円
2010年度前期
第 3世代のシステム 335×148＋6.58×12,500＝ 131,830円 ⑴






者数を 80名と仮定して試算する。この場合，図表 2の「335a＋6.58b」に対して b＝ 80aを代入
すると，861.4aまたは 10.77bとなり，以下の方程式を解くことにより差額原価が零になる aと b
を求めることができる。
861.4a＝ 230,590 ∴a＝ 267
 

















第 4世代のシステムの回避可能原価 137,500円 ⑴

















第 3世代のシステム 335×148＋6.58×12,500＝ 131,830円 ⑴
第 4世代のシステム 115,295円 ⑵
差額原価：⑴－⑵ 16,535円
⑵ 他大学との共同利用
3.2で述べたとおり，第 4世代のシステムは本学と新潟県内企業で共同開発を行ったものであ
る。他大学へ共同利用を呼び掛けて当該システムの利用度が増加することによって，保守料の低
減が期待できる。
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⑶ 処理の自動化と時間短縮の効果
第 4世代のシステムの最たる特徴は，後処理が自動的かつ短時間で完了することである。
第 3世代のシステムの場合，学生アルバイトの手配や教員の空き時間を考慮すると，アンケー
トを回収し，集計処理を行い，集計結果を教員に送付し，教員によるコメントの入力を開始する
までに 1～2週間を要する。それに対して第 4世代のシステムでは，学生による回答期間が終了し
た直後から教員によるコメントの入力が可能である。また，コメントの入力後も，第 3世代以前
のシステムでは手作業によるコメント情報の加工が必要であるのに対して，第 4世代のシステム
ではコメント入力期間が終了した直後に評価結果が出力可能であるため，報告の早期化にも寄与
する。
このような自動化や時間短縮の効果を金額的に測定することは困難であるが，「人間による手間
がかからない」「すぐに結果が出る」といった形で認識可能であり，相当の無形便益をもたらして
いると考えられる。あるいは，この無形便益に対して差額原価の 98,760円以上の価値を見出せる
か否かという視点で評価することもできる。
おわりに
本稿では，本学における授業評価アンケートシステムの導入事例を通して，費用対効果の検証
を行った。その結果，現行の第 4世代のシステムと従前の第 3世代のシステムを比較した場合，
原価態様の相違と利用度の低さによって第 4世代のシステムのほうが費用の点で不利であった。
しかしながら，回避不能原価や当該システムに特有の効果を考慮して検討を行った結果，第 4世
代のシステムの優れている点を見つけることができた。
本学における授業評価アンケートを再び全学的に実施することになった契機は，大学評価基準
の改正という外的要因である。すなわち，大学評価基準を満たすために止むを得ず再開したので
ある。これは，企業における法制度への適合に伴う情報システム投資と類似した特徴を有する。
しかしながら，このアンケートの結果を積極的に授業の改善に利用していくことが求められて
いる。金子編著（2005, p.47）では，「学校評価をマネジメント・サイクルとして語ることは，今
ではごく常識的なことになっている。マネジメント・サイクルは，PDSサイクルないし，PDCA
（Plan-Do-Check-Action）サイクルと一般に呼ばれている。」と指摘している。これを授業評価に
置き換えて考えてみると，授業評価アンケートは主として Checkの役割を果たしている。すなわ
ち，授業評価アンケートを中断していた時期は PDサイクルの状態であり，現状は PDCサイクル
の状態である。今後，授業評価アンケートの結果をもとにAction（改善行動）を行い，それを次
なる Plan（計画）や Do（実行）に反映していけるような組織的取組こそが，FDで求められてい
るのである。
付記
本稿は，新潟国際情報大学 2008年度共同研究「授業支援システムの開発とその教育効果に関す
る研究」（研究代表者：本学佐々木桐子准教授），同 2009年度共同研究「出席管理システムと学生
支援との関連」（同），および 2009～2011年度科学研究費補助金基盤研究（C）「海外子会社におけ
る組織特性と情報システムの適合性」（研究代表者：横浜国立大学溝口周二教授）による研究成果
の一部である。
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